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研究成果の概要（和文）：教育学的視点から、教育エコシステムの構造と理念を明らかにし、教育エコシステム
における政府の役割は、自らが教育サービスの供給者となって画一的な教育を提供することではなく、教育のネ
ットワークが稼働するプラットフォームを提供し、プラットフォームで生起するガバナンスをメタガバナンスに
よって調整しながら、全体のバランスを維持することであることを示した。また、教育エコシステムが成立する
具体的事例として、エコシステムの最小単位である教室内での生徒主体の学習を取り上げ、教員―生徒、生徒―
生徒間の関係性と学習の効果を分析することにより、多様性と調和が同時に実現する教育エコシステムの可能性
を確認した。

研究成果の概要（英文）：The structure and the concept of "education ecosystem" have been specified 
from educational point of view. In an education ecosystem, the role of the government transforms 
from the education provider to the platform provider, controlling the balance of the whole system 
through metagovernance which coordinates the multiple　governance arising on the platform. Picking 
up a student-centered and collaborative learning environment and analyzing the teacher-student and 
student-student relationship, it is indicated that an education ecosystem securing the diversity and
 harmony at the same time is actualized in a classroom.

研究分野： 教育行政学
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  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
行政や教員の教育への関与の在り方が変容することにより、様々な背景・学力をもった児童生徒が、主体的・協
調的に学習に参加する教育エコシステムが成立し、高い学習成果を得ることが可能であることがわかった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
米国においては、1980 年代の NPM の導入を経て、義務教育分野における民間への官民連

携・外部委託が進展し、幅広い領域で民間セクターの教育への関与が行われている。教育の質
のコントロールを目的として、コモン・コア・ステート・スタンダードの導入など、生徒の学
力達成度による成果管理が行われているが、多くの学校では目標値を達成できず、教育の不平
等も縮小していないというのが現状であり、私的セクターへの期待はますます高まっている。 
申請者らは、平成 27 年度までの科研費の研究において、米国における官民連携の実態につい
ての調査を進めてきたが、こうした中で、2010 年前後から、従来とは異なる新しい形の官民連
携による教育改善の試みが見られるようになったことを明らかにした。それが、「教育イノベー
ション･クラスター」と呼ばれる組織であり、「教育エコシステム」という理念である。 
「教育イノベーション・クラスター」は、従来の官民連携・民間委託の延長線上に位置しつ

つも、その方向性を異にするものと位置づけられる。教育イノベーション・クラスターは、学
区規模あるいはそれよりも大きな地域単位で、学習工学という観点から、学習科学・テクノロ
ジーと地域資源を活用して、研究、製品（教材・教育方法）開発、インフラ整備に関するサポ
ートと教育改善を、各アクターの協働によって連動的かつ統合的に（ネットワークとして）進
めるものである。これは、教育を自然の生態系と同様の構造をもつものと捉え、教育は教育の
閉じた世界だけで成立するのではなく、教育を取り巻くさまざまな要素やアクターと相互作用
しながら成り立っているとする｢教育エコシステム｣の理念に基づいている。 
このような組織、理念はごく近年生まれた新しいものであり、これらに対する学術的研究は

ほとんど行われていない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、米国の官民連携・民間委託の新しい潮流である「教育イノベーション・クラスタ

ー」を事例として、教育学的視点および政治学的・行政学的視点の両面から、その理念的基盤
である「教育エコシステム」の構造と理念を明らかにし、義務教育における意義を考察するこ
とを目的とする。さらに、「教育エコシステム」が、教育の社会における位置づけや、教育制度・
教育のガバナンスのあり方に与えるインパクトとともに、教育行政の役割の変容について考察
し、教育を取り巻く多様な主体がネットワークを形成して、相互作用しながら教育を創造する
新しい教育のあり方を探求する。 
 
３．研究の方法 
本研究は、現地調査に基づく実証的研究、予備調査および現地調査の調査結果分析に基づく

理論的研究の両面で進める。 
研究の推進にあたっては、米国の研究者とも連携し、教育学的視点だけでなく、政治的・行

政的視点からの分析・考察も行い、教育エコシステムの構造と義務教育における意義を明らか
にするとともに、多様な主体が教育エコシステムに参画することにより、教育ガバナンスのあ
り方や教育行政の役割がいかに変容するかについて、その可能性を検討する。 
 
４．研究成果 
（１）教育イノベーション・クラスターの現状と課題 
米国における官民連携の新しい動向として教育イノベーション・クラスターの概要を報告し、

その課題について考察した。 
官民連携の新しい形態である教育イノベーション・クラスターは、教育エコシステムの理念

に基づいて、多様なアクターが連携することにより、質の高い公教育という価値を生み出そう
とするものである。ここでは、ICT という共通のツール（あるいは共通言語）を媒介とした連
携が行われる。 
通常のクラスターであれば、企業は利潤の獲得と自社の存続を継続しようとするので、個々

のアクターの出入りはあっても、クラスター全体としてネットワークを保持し続けることは可
能である。また、起業家が、教育市場に非常に大きなビジネスチャンスを観ていることは確実
であり、巨大な ICT 産業が名を連ねる財政的支援者のリストは、教育と産業界の関係の危うさ
も示唆する。テクノロジーは ITC 産業に利潤を生み出すが、道徳教育など直接的に利潤を生み
出さない教育の領域も存在する。これらのことから、教育イノベーション・クラスターのひと
つの大きな問題点は「安定性と継続性」「公共性」にあると考えられる。 
（２）教育エコシステムと教育のガバナンス 
教育は教育の閉じた世界だけで成立するのではなく、教育を取り巻くさまざまな要素やアク

ターと相互作用しながら成り立っており、各アクターの活動はネットワークを通じて新しい価
値を創出し、創出された価値は人材や資金とともにシステム内を循環し、さらに次の活動を促
進する。教育エコシステム内では、アクターはそれぞれが供給者であり需要側でもあり、制度
の枠組みやインフラの整備と共鳴・連動しながらその需要能力、供給能力を向上させる個々の
アクターの進化と、システム全体の進化が同時進行で生起しながら、全体としての調和を保っ
ている。 
教育エコシステム内の教育イノベーション・クラスターの有する潜在的な問題を調整し回避

していくためには、公教育全体のバランスを保持する機能が必要であり、ここに、教育行政の



新しい役割があると考えられる。特に、義務教育段階では、高等教育とは異なり、教育エコシ
ステムにおける価値の提供者としての学校の機能が弱く、価値の消費者としての面が強いため、
エコシステム全体の舵取りが非常に重要になる。 
教育エコシステムにおける政府の役割は、自らが教育サービスの供給者となって画一的な教

育を提供することではなく、教育のネットワークが稼働するプラットフォームを提供し、プラ
ットフォームで生起するガバナンスをメタガバナンスによって調整しながら、全体のバランス
を維持することである。 
（３）事例の検討 
教育エコシステムが成立する具体的事例として、エコシステムの最小単位である教室内での

生徒主体の学習を取り上げ、教員―生徒、生徒―生徒間の関係性と学習の効果を分析すること
により、多様性と調和が同時に実現する教育エコシステムの可能性を確認した。 
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